
令和５年１０月２日 

保 健 福 祉 局 

新型コロナウイルス感染症の令和５年１０月以降の 

医療提供体制の移行及び公費支援の具体的な内容について 

【５月８日～９月末まで】 

〇 政府の新型コロナウイルス対策本部決定（本年３月）では、医療費等の公費負担や  

病床確保料等の特例措置については、本年９月末までを目途として今夏の感染拡大

への対応や医療提供体制の状況等に基づき、必要な見直しを行うとしていた。 

【１０月以降】 

〇 令和６年４月からの新型コロナ対応を組み込んだ新たな診療報酬体系による医療

提供体制に完全に移行するためには、通常医療との公平性を踏まえ、重点的･集中的

な支援を通じて、冬の感染拡大に対応しつつ、通常の医療提供体制に移行を更に 

進める必要がある。 

このため、来年３月末までを移行期間として、現行の「移行計画」を見直した上

で、通常の医療体制へ段階的に移行する。（県は移行計画を１０月末までに国へ提出） 

令和５年９月１５日付 厚生労働省事務連絡により、国が示している１０月以降の主な対応

方針については以下のとおり。 

項目 ９月末までの取扱い １０月以降の国の対応方針 

1 
入院医療体制 

（病床確保）

・ 確保病床によらない形で

の患者受入れを進める 

・ 県が策定する９月末まで

の『移行計画』に基づき

確保等の取り組みを

実施する 

・ 病床確保料は見直しを

行い、９月末まで継続

する 

・ 基本的には、確保病床によらな

い形で患者を受入れる体制へ

移行する 

・ 「確保病床」は、県の判断で

令和６年３月末まで継続する

ことも可能とする

（県は「移行計画」に記載） 

・ 「確保病床」については 

期間・対象者の重点化等を図る

① 期間を感染拡大期に限定 

② 対象を主に重症・中等症Ⅱ 

の患者に限定 

③ 病床確保料は見直しを行う

（現行の０．８倍）
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国の基本的な考え方 



項目 ９月末までの取扱い １０月以降の国の対応方針 

２ 
外来医療体制 

（発熱外来） 

・ 外来対応する医療機関を

ホームページで公表する

・ 公表は当面継続する 

・ 「外来対応医療機関」や「かかり

つけ患者に限定しない医療機

関」の確保･拡充を図る 

（県は「移行計画」に記載） 

3 入院調整

・ 入院調整は、医療機関間

での調整へ移行する 

・ 感染拡大時において

行政が入院調整を行う

ことは可能とする 

・ 引き続き、医療機関間で入院

調整する 

・ 当面、行政による入院調整の

仕組みを継続することを

可能とする 

（県は「移行計画」に記載）

４ 医療費の公費負担 

・ 入院医療費

高額療養費制度の自己

負担限度額から上限２万

円を減額（９月末まで）

する 

・ 新型コロナ治療薬 

全額公費負担とする 

（９月末まで）

・ 入院医療費

高額療養費制度の自己負担 

限度額から上限１万円を 

減額する（令和６年３月末まで）

・ 新型コロナ治療薬 

一定の自己負担を求めた上で 

公費負担を継続する 

（令和６年３月末まで） 

※自己負担額の上限額は 

医療費の自己負担割合 

に応じて段階的に設定 

医療費の 

自己負担割合：自己負担額上限 

   １割    ： ３,000 円 

   ２割   ： ６,000 円 

   ３割   ： 9,000 円

５ 相談窓口機能 

・ 発熱時等の受診相談

及び陽性判明後の体調

急変時の相談窓口は

継続する（２４時間対応） 
令和６年３月末まで継続する 

６ 
高齢者施設等への 

抗原検査キット配布 

・ 高齢者施設、障害者施設

への配布は継続する 

（行政検査） 
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項目 ９月末までの取扱い １０月以降の国の対応方針 

７ 
高齢者施設等への 

医療従事者派遣 

・ 必要に応じ医師･看護師

を市が派遣する 
令和６年３月末まで継続する 

８ ゲノムサーベイランス 

・ 自治体が新型コロナウイ

ルスと診断された検体の

ゲノム解析を継続し、

引き続きその変異動向を

監視する 

当面の間、継続する 

９ 患者の搬送 

・ 透析患者など移動手段が

確保できない患者の搬送

支援を９月末まで継続

する 

他の疾病との公平性の観点から 

９月末で終了する 

今後、本市としても「国の対応方針」や「県の移行計画」を踏まえ、医師会等の関係機関と

連携しながら、冬の感染拡大に対応しつつ、通常の医療提供体制への段階的な移行が  

図れるよう取り組んでいく。 


